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新しい退職給付制度導入に伴う年金制度変更費用の発生 および

平成 14 年 3 月期通期業績予想の修正と配当に関するお知らせ

[１] 新しい退職給付制度導入に伴う年金制度変更費用の発生

当社は、退職金制度の抜本的な改革を進めるため、本年３月１９日に厚生労働省よ

り「日商岩井厚生年金基金」の解散認可を受け、翌２０日付にて同基金を解散致し

ました。 また、同省より３月２６日に「確定拠出年金（日本版 401ｋ）」の導入承認

を受け、「前払い退職金」の導入等、退職金制度を全面的に改定し、本年４月より

実施しております。

これにより、年金制度変更費用が発生致しましたので、平成 14 年 3 月期決算に

おきまして１１４億円の特別損失を計上する予定です。

[２] 平成 14 年 3 月期通期業績予想の修正

上述の年金制度変更に伴う費用の発生等に伴い、昨年１１月１５日の中間決算発表

時に公表しました平成 14 年 3 月期（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）の

業績予想を下記の通り修正致します。

＜連結業績＞                                                （単位：億円）

売　上　高 経常利益 当期純利益

前回発表予想（Ａ） ５３，０００ ３５０ １２０

今回修正予想（Ｂ） ５３，０００ ３５０ ０

増 減 額（Ｂ－Ａ） ０ ０ △１２０

    増 減 率（％） ０％ ０％ △１００％

（ご参考）

前期実績（平成 13 年 3 月期）
６４，７４４ ３９１ ２００



    

＜単体業績＞                                                （単位：億円）

売　上　高 経常利益 当期純利益

前回発表予想（Ａ） ３６，０００ ６０ ３５

今回修正予想（Ｂ） ３６，７６０ ７７ ３２

 増 減 額 （Ｂ－Ａ） ７６０ １７ △３

    増 減 率 （％） ２．１％ ２８．３％ △８．６％

（ご参考）

前期実績（平成 13 年 3 月期）
４５，１５１ １６２ ７１

[３] 平成 14 年 3 月期 期末配当について

当社は、株主に対する利益還元としての株主配当政策を企業経営の最重要政策の

ひとつに位置づけております。そのためにスピーディーな意思決定をもって、経営

資源を有効に配分・活用することで、安定継続的な収益の確保・増大と、同時に

経営基盤の強化のため、内部留保の充実を図りながら株主への安定的利益還元を

行っていくことを基本方針としております。

この方針にのっとり検討を重ねた結果、平成 14 年 3 月期期末配当につきましては、

株主資本の充実を最優先させ、財務体質を健全化することが株主価値の増加に貢献

すると考え、見送りとさせて頂く予定と致しました。

   ＜１株当り配当額 ＞

期末

前回公表（平成 13 年 11 月 15 日） 未定

今回修正 ０円００銭

(参考)平成 13 年 9 月中間期実績 ０円００銭

以  上


